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第３章 大学発知財商業化の目的-地域クラスター

の形成-（瀬戸 篤/小樽商大） 
 

＜概要＞ 

どうして大学発知財は商業される必要があるのだろうか。一般的に、こうした問いかけに

対して大学人は「地域貢献」ないし「社会貢献」といった言葉を多用する。しかしながら、

大学発ベンチャーの雇用効果はきわめて限定的であり、また地域経済への影響も微少に留

まっている。 

 

本章では、単純な雇用数や投資額では計測できない、大学が地域に果たす質的な側面およ

びイノベーションの観点から、大学発知財の商業化が地域経済にもたらすと考えられる積

極的な意味について考察する。特に、サッポロにおける大学と地域経済の関係を実例に、

地域の産業クラスターに果たす大学の役割、大学発知財の商業化について論ずる。 

 

＜構成＞ 

３－１ 新産業創出と国富形成メカニズム 

３－２ 地域クラスターの条件 

３－３ 大学発ベンチャーのミッション 

３－４ アカデミズムと商業化 

３－５ 責務相反と学内サイエンスパーク 
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３－１ 新産業と国富経営メカニズム 

(Copyright)OBS Dr.A.SETO 1

１ 新産業創出と国富形成メカニズム

●通常、時間の要素を経済学に導入した＜動学分析＞に
おいては、短期の景気循環（３６ヶ月）、中期の経済成長
（５－１０年）、長期の経済発展（５０ー５５年）の波動（コン
ドラチェフ波）が計測されている

▼

▲国富形成＝長期の経済発展の波動（５０－５５年）を意味
し、国富形成には寿命があると、筆者は考えている。

▲それゆえ、新産業創出は、５５年に及ぶ国富形成の終末
時点から次の国富形成の開始時点までの、旧い長期波
動と新たな長期波動の狭間における中期の経済成長（５
－７年）の波動時に発生する特異的な期と認識される

 

 

(Copyright)OBS Dr.A.SETO 2

新産業創出と
国富形成メカニズム

５０－５５年

５０－５５年

５０－５５年

５－１０年

５－１０年
経

済

発

展

経 済 成 長

国富形成

国富形成

国富形成

新
産
業
創
出

新
産
業
創
出

 

 

 



文部科学省Ｈ１６年度委託「２１世紀型産学官連携手法の構築」 

『大学発知財の商業化戦略』 

小樽商科大学ビジネス創造センター(ＣＢＣ) - 101 - 

 

(Copyright)OBS Dr.A.SETO 3

新産業創出期

●新産業創出期には、国や時代が違っても、ある
共通したクラスターとベンチャーが観察される

▲共通現象（１）＝地域クラスターの形成

例・・・英国産業革命：スコットランド造船業、日本戦前：
陸海軍航空機国産化、米国戦前：サンフランシスコ湾岸
エリアでのラジオ無線産業

▲共通現象（２）＝コアとなるテクノロジーベンチャーの誕生

例・・英国：Ｊ・ワットの蒸気機関＝グラスゴー大、日本：
中島飛行機＝旧海軍・東京帝大・東北帝大、米国：HP社
＝スタンフォード大

 

 

３－２ 地域クラスターの条件 
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２ 地域クラスターの条件

●地域クラスターの生成には、先駆けとなるベン
チャーが必要

●ＩＴ、バイオ、素材、ナノ等のどの技術であっても、
グローバル競争に巻き込まれる以上、国際競争
に打ち勝つテクノロジーベンチャーを生み出す唯
一の因子は、優れた地域の大学の存在

●なぜ地域の大学？＝大学はそもそも特定地域・
地点に立地し、常に一定数の大学院生を教育訓
練している地域密着型組織で、直ちに高度な技
術系人材を供給可能であること
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地域クラスター成立の十分条件
＜産の役割＞

条件１：世界的に知られる株式公開を遂げた大学
発ハイテクベンチャーが最低１社、同一地域内に
存在する＝億万長者の存在と、若者・挑戦者へ
のわかりやすい成功モデルが存在

▼
・・・その結果、若者が地域の大学を卒業しても、大

学で学んだ成果を生かして、雇用を地元に見つ
けられる機会が存在する、また起業しようとする
未経験者に対する助言者（メンター）、援助者（エ
ンジェル）、経営支援者（インキュベータ）が欠か
せない
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地域クラスター成立の十分条件
＜学の役割＞

条件２：メンター・エンジェル・インキュベータ、そして
ベンチャーキャピタルとの接触が大学周辺で日
常的に存在し、また、潜在的な起業家が地域内
で育つためには

▼

・・・大学内において起業家精神が尊重され、大学
研究成果の産業化を通じた地域経済への貢献
（雇用創出・産業高度化）に非常に熱心な学長お
よび地元経済界・ＯＢ財団等の学外資金協力者
が地域に存在すること
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地域クラスター成立の十分条件
＜官の役割＞

条件３：知事が、＜地域の産業高度化と雇用創出
＞を目的として、地域内の大学発を主力とする
ハイテクベンチャーファンドをつくるための県民債
を発行し、元本を税金で保証し、域内で投資

▼

・・・投資資金をもちいて、母校愛・地域愛にあふれ
る実務歴１０－２０年以上の地元大学ＯＢを、１０
年雇用＆確定年収保証＋成果ボーナスで民間
からヘッドスカウトする
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地域クラスター形成のために、
留意すべきこと

●選択と集中
→全ての地域や大学が似た分野を追求せず、地域
や大学の得意分野に＜選択と集中＞を進め、国際
競争にうち勝つ新産業を国内各地に創出し、国益と
地域益が整合する戦略を構築する

●眠れる国内貯蓄をベンチャー投資に誘導
→台湾では創業８年未満の中小企業投資は非課税。

投資誘導税制は、きわめて重要なベンチャー支援
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地域クラスター形成のために、
留意すべきこと

●ベンチャーを育てるには、欧米の経験からITで５－７
年、バイオ７－１０年を要する

・・・支援する行政組織やTLOで、担当者が成果を上げ
る以前に人事移動させてはならない（＝無自覚・無
計画な人事異動は、必ず事業を失敗に導く）

●地域にテクノロジーやマネーがあっても、商業化でき
る人材が致命的に不足

・・・優秀な公務員・技術者・銀行員・ポスドクは、一刻も
早くビジネススクールに学び、ＭＢＡを取得すべき

 

 

３－３ 大学発ベンチャーのミッション 
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３ 大学発ベンチャーのミッション

●ベンチャー定義と投資３０年仮説

●大学と市場を結ぶメカニズム

●新旧産学官連携比較

●日米大学発ベンチャーモデル比較
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ベンチャーの定義

既存の５つの生産手段

（ａ）原料

（ｂ）加工方法

（ｃ）商品 ＞ これらの組替え

（ｄ）販売チャンネル ▼

（ｅ）会社組織 ベンチャー開始

 

 

 

(Copyright)OBS Dr.A.SETO 12

ベンチャー投資の３０年仮説

（ⅰ）０－１０年：ベンチャー（新事業）投資

・・・ベンチャー企業の時代

（ⅱ）１１－２０年：製品投入と投資回収

・・・大企業の時代

（ⅲ）２１ー３０年：既存市場の衰退と

新たなベンチャー投資開始

・・・地場中小企業の時代
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大学と市場を結ぶメカニズム

●TypeⅠ：ライセンシング・モデル

大学＞大手中堅企業＞新事業・新製品＞市場

▲

社内事業開発部門＋銀行（融資）＝有担保

●TypeⅡ：大学発ベンチャー・モデル

大学＞大学発ベンチャー＞大企業＞市場

▲

ビジネススクール（人材）＋ＶＣ（株式引受）＝無担保
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従来型産学官連携の問題点

理工系国立大学

学術論文の競争

委託・共同研究

×研究成果×

大企業

特許の囲い込み

（対立発生）

公開 非公開
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新たなＲ＆Ｄ体制の確立

(R)研究段階

何に使えるかわからない

学会発表

学術論文

国公立大学
国立研究所

大手企業中央研究所
電力・ＮＴＴ等の研究所

先進国の大学・研究機関

(D)開発段階

何に使えるかわかる

特許出願

技術移転

大手企業技術研究所

開発型ベンチャー

米国等のハイテク型ベン
チャー

(M)製造段階

低コスト＆高品質を追求

製造ノウハウ

アウトソーシング

大手企業及び中堅企業

中国・韓国・台湾等のア

ジアの中進国

段階

成果物

主体

競争者

大学発ベンチャー

起業家精神 企業家精神
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大学発ベンチャーの米国モデル

ＮＩＨ

（国立衛生
研究所）

国防省

ＮAＳA

etc

大企業

（大規模発注）

陸海空軍

民間ＶＣ

スピンアウト型
ベンチャー

学内ＶＣ

研究型私立大学

例：ペンシル
バニア大学に
年２５０億円

研究開発
補助金

分厚いＶＣ等への投資（ハーバード大で１５００億
円）分厚い大学基金（ハーバード大で２兆円）

経営

ＭＢA＝内部監査機能

人・ノウハウ 監査

投資

投資
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大学発ベンチャーの北海道モデル

大企業

文部科学省

経済産業省

厚生労働省

総務省

etc

ﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙ＝
外部監査機能

抑止

監査

倫理

理工系国立大学

医学部

薬学部

大学研究所公立医科大

民間ＶＣ

兼業型
ベンチャー

人・ノウハウ教育研究支出

研究開発
補助金

（公的資金により民間ＶＣの投資ファンドに出資）

出資・役員

出資

出資 出資

投資
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２１世紀型新産業

●２１世紀の新産業創出は、農業とバイオ医薬が結び
つく１.５次産業や、家電と情報サービス機能が融合
した２.５次産業など、従来の産業区分を越えた異種
技術の出会いによるイノベーションが重要

●だが、農水省＝農業、厚生労働省＝医薬産業、総
務省＝IT産業、といった官庁と産業構造が一致する
我が国では、異種技術の出会いと新結合が非常に
難しい
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大学の果たすべき役割

●他方、＜大学＞では学際研究が極めて容易。例
えば、農学部と薬学部の研究者・大学院生が相
互にフレキシブルに共同研究を開始し、農産物
を由来とするあらたな新薬を開発するプロジェク
トは、同じ大学内ではきわめて容易な環境

●また、農学部と医学部、工学部と歯学部など、大
学における多様で横断的な学際研究は、社会の
ニーズを先取りした研究成果の応用によって、容
易に実現
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異種技術の見合い

●だが、人工的な操作と誘導がなされない限り、そ
れが顕在する可能性は＜ゼロ＞に近い。なぜな
らば、大学の研究者は、専門化指向が強度に強
く、他分野や異分野との接触や介入を極端に嫌
う傾向が強い

●つまり、何らかの組織や専門人材が、組み合わ
せたいと思われる有望な基礎研究者を、それぞ
れの研究者に合理的なモーチベーション（研究
予算、個人的名誉および利益）を提示しながら見
合いさせるが必要
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４ アカデミズムと商業化

●そもそも幕末開国、太平洋戦争敗北、戦後復興
とバブル破綻を経て、我が国はすでにＧＤＰ世界
第２位の経済大国へと発展した

●２１世紀に入り、我が国は、今後、どのような国
家観を形成し、世界にどのような地位を占めよう
としているのだろうか？

●そうした新たな２１世紀における日本の大学が果
たすべき役割も、従来とは自ずと変わらざるを得
ない。もはや、西欧の文化・技術を導入する窓な
し翻訳者ではあり得ない
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世界的イノベーションの発信源

●我が国にとって、もはや模倣すべき海外技術は
なく、自らが生み出し、それに基づく新たな製品
を開発し、新産業を興し、もって国民にあらたな
産業と国内雇用を創出してゆく必要がある

●そのためには、何の役に立つかわからない高度
に知的な研究成果を、用途がわかっている具体
的な開発成果として、産業界に速やかに技術移
転してゆく役割が、我が国大学に切実に求めら
れている
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アカデミズムの説明責任

●それでは、何に使えるかわからない＜アカデミッ
ク研究＞と、＜産業界で使える応用開発＞が、
いつどのようにしてフリクションなく、互いにwin-
winで出会えるのであろうか？

●研究者に実用志向を強制し過ぎると、アカデミズ
ムの良さを失わしめる危険性が高くなる

●他方、少子高齢化する我が国では、これ以上の
資源を大学に投資する余裕がもはや無い。ゆえ
に、研究者は＜何に使える研究であるか＞につ
いての説明責任を今後ますます求められる
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大学発知財の商業化

●大学研究者と産業界の間に立って、大学と産業
界の動機、利益、スピード、方法論、そしてゴー
ルに関する差異をよく理解する、大学側の組織・
専門家・支援要素（予算・人員・マネジメント）が
不可欠

●つまり、何に使えるかわからない大学発知財を、
何に使えるかわかるものとするためには、技術
移転＆商業化を進める専門組織と人材が大学
内部に必要
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アカデミズムと知財活用

●こうした信頼できる専門組織・人材が、大学の内
部に存在することで、アカデミズムは産業界の
ニーズに答えつつも、直接研究者がビジネスの
波風に必要以上にさらされすぎる危険性から
守ってあげることができる

●大学は、営利とは異なった原理で動いているか
らこそ、将来有効となる研究成果を積み重ねるこ
とが可能となる

●だが、それを産業界に結ぶ組織・人材が大学内
になければ、やがてそれらの研究成果は陳腐化
し、もしくは死蔵されてしまう
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アカデミズムとイノベーション

●さらに、何に使えるかわからない研究成果は、同
業者が集まる学会での狭い同質的な専門家集
団のなかで批判検討される限り、異種技術との
出会いや、市場ニーズとの接触は生まれず、結
局イノベーションが発生する可能性はゼロに近
づいてしまう

●だからこそ、大学内外における異種技術や、市
場ニーズを教えて、リードしてくれる水先案内人
なしに、大学から社会へのイノベーション発信は
ほとんど難しいと言わざるを得ない
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商業化が大学と社会の停滞を救う

●大学は、何に使えるかわからなくても、＜真理の
探求＞という尊いアカデミズムを学内で保護しな
ければならない

●大学は、何に使えるかわかって、＜イノベーティ
ブな製品のプロトタイプ＞を社会に送り出すこと
に、全部もしくは一部関与する義務がある

●一見矛盾する２つの課題を、発明者にとって最も
理想的な形態で実現してくれる機能、すなわち＜
大学発知財の商業化＞の担い手が大学内に存
在すれば、問題は一挙に解決する

 

 

３－５ 責務相反と学内サイエンスパーク 
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大学内で商業化するためには、学内
サインエンスパークが不可欠

●大学内における知財商業化のためには、いくつ
もの対立矛盾が存在する

（教育VS商業化、公的基礎研究VS商業化研究、
職務専念義務VS兼業、地域貢献VS海外県外大
手企業との共同研究）

●以上の矛盾を解決し、教職員の責務相反問題を
解決するためには、教育ゾーンから分離された
オンキャンパスの産業化を目的とする学内サイ
エンスパークが欠かせない
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学内サインエンスパークには、
３タイプの企業が共生すべき

●＜海外国内大手企業＞、＜地元中小企業＞、＜
教員および学生による大学発ベンチャー＞の３タ
イプ

●入居にあたっての審査を通過した企業なら、学
内共通のカフェ食堂・公開セミナー・インキュベー
ション知財支援活動を通じて、あらたなイノベー
ションが生まれる可能性が生まれる

●学生がインターンシップできる職業訓練の場を提
供し、教員が本務と兼務を区別して責務相反問
題をクリアできる
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学内サインエンスパークの概念

学内
サイエンスパーク

大学
研究／教育

地元中小企業群

海外国内大手

（インターンシップ）
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学内サインエンスパークにおける
学生・教員の啓蒙

●そもそも、どれほど多くの公費を大学の研究部門
に投入しても、またどれほど多くの特許出願が行
われても、研究者自身の産業化への情熱＝アン
トレプレナーシップなしに、商業化に可能性はほ
とんどゼロ

●だからこそ、大学内部に自由に大学との共同研
究・製品開発を行う大手中小企業や、みずから
参加するベンチャーが存在して、そこに触れてみ
ることで、はじめて研究者は研究成果の産業化
について意識し始める
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結び：シュタインバイス財団本部での
現地インタビューから・・・

●「テクノロジーはいきなり変わる。新技術の発展
により、地域の産業は急に衰退してしまうことも
ある。したがって、地域のローテク企業に常に新
しい技術を紹介する必要がある」

●「新技術の導入はプロダクトに革新的な変化をも
たらす可能性を秘めている。テクノロジーをマー
ケティングし、紹介し、研修し、開発することは地
域競争力アップにとってとても重要である。中小
企業は技術志向とは逆側にいることが多いが、
ローテクの中小企業の足りない技術を紹介しイノ
ベーションを促進した」

 


